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報告事項

1 復興防災DX研究会の概要【資料N 0. 1】

2 災害対応に係るデジタル技術の活用状況【資料NO. 2】

3 国・県・市町村における取組事例【資料NO. 3】

4 災害対応に係るデジタル技術の活用状況等調査結果【資料NO. 4】







各種システムの概要

ー 被災者台帳システム oe
・ 災害による住家被害を受け、 公的に

台帳システム
・ 被災者台帳は2階建て構造となっており、 1階部分に罹災証明書交付システムにより書き込まれる被災者情報（誰の、 何に、

たか）が保存され、 2階部分には、 支援情報（どの課から、 どんな支援を、 どこまで受け取ったか）を保存

「被災者」と認定された住民が、 様々な行政支援を受け、 生活再建を成し遂げていく過程を管理するための
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被災者台帳の2つの利用方法
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【今後のバージョンアップ内容（秋頃）】
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バージョンアップ全体像
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調査を紐

発災時の

展新の住

人的被害

i 破災者

（世帯）

被災者台帳画面
からの利用

被災者生活再建支援システムの
バージョンアップにつきまして、
以下の機能をご紹介いたします。

①避難行動要支援者機能

被災者台帳からエクスポー ト
・インポー トしての利用

把復興芍台帳からIクスポー ト 1
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現在開発中の内容となリ、
画面イメ ー ジおよび機能仕様について変更される場合がございます。
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2 災害情報システム e
東日本大震災津波や大雨災害の教訓を踏まえ、 避難指示など災害時に県民が必要とする情報の迅速かつ的確な伝達と、 災害発生時の初期対応 

における情報収集・分析の迅速化、 地図情報を活用した被害状況の可視化などを通じて、 県民の被害の最小化・県の災害対応能力の充実を図る
ため、 平成28年に導入

避難勧告などの避難情報、 避難所開設情報、 被害情報などは、 いわて防災情報ポ ー タルやTwitterに掲載
クロノロジ ーに記載した位置情報や避難所、 防災マップなどを地図 上に重ねて表示し、 応急対策の立案に活用
クラウド型のシステム基盤を採用し、 大規模な災害時にも安定したサ ー ビス提供が可能
Lアラ ー トシステムにより、 避難情報や避難所開設など、 防災に関する情報をテレビやインタ ー ネットヘ配信し、 幅広い情報伝達が可能。

複数のキャリアヘ同時に緊急速報メ ールを発信することができ、 速やかな情報伝達が可能。
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調査結果①及び②の結果【全体像】

県内市町村の①災害対応に係るデジタル技術の活用、 検討状況及び②復興防災DX研究会で取り上げてほしいテ ー マを表で整理。 ※ 【 】内が市町村数。
また、 ①の結果により県内市町村が取り絹めていない項目かつ、 ②の結果により市•町・村各主体の希望テ ー マ上位3位に該当した取絹事項を整理。

＊防災学習
·VRを使用した津波・ 洪水等の可
視化や避難体験シュミレ ー ション

【4】
・ 動く3Dハザードマップ ， 

【4]
・ 避難確保計画の策定支援

【8】

＊災害リスク
・ 液状化、地震時揺れやすさ、土

砂災害リスクのスコア化
【2]

・ 災害リスクの評価と可視化
【4】

1 切迫時 】
＊情報通知

・ 防災情報一括配信【17】【8】
・災害情報の音声配信【13】【2】
・多言語防災情報配信【2】【7】
・ 災害情報共有（デュアルユ ース機

＊被災予測
・建物被害等のリアルタイム予測

【O】【O】
•河川水位のリアルタイム予測【2】

【4】
•水災害発生リスクのマッピング

【2】【2】

|
応急対応 �

＊避難生活支援
．避難所の混雑状況可視化

・マイナンバ ー カ ードを活用し
た避難所受付、避難所管理

＊被詈情報収集 ・ 共有

＊物資支援
．避難者属性等に応じた支援物

資の提案
・備蓄品の在庫管理 I l->J

・クラウド型の被害情報収集 ・ 共有 ： 【1】
・要支援者の安否情報の共有
・通信途絶時の情報発信 ・ 収集

·SNSなどを活用したリアルタイムな情報解析、可視化 】 【4】
・ドローンを活用した災害状況の把握（水中ドローン含む） 01 r91 

·Alを活用した被害状況の解析

復旧 ・ 復興 】
＊復旧支援
・罹災証明書発行手続き支援

(2) 
・ 住居や建物の被害認定調査支援

[O】
・ ドロ ーンを活用した点検

【0】

・ 冠水エリアの推測と雨量デーク等
による予測【O】【3】

・ 人工衛星からのマイクロ波（衛星SAR)を活用した、 浸水範囲·浸水深の観測 ・ 把握 l】【O】

•土砂災害危険度の予測【1】【5】
・地震予測情報【O】【1】

＊計測 ・ 情報収集
•水位計等を使った河川、ため池観

測【3】【2】
・ 冠水 ・ 浸水モニタリング【O】

【1】
・ 衛星、伸縮計等を使った地盤観測

【O】【1】
・ 小型気象計を用いた気象防災情報

観測【3】【1】

＊災害対策本部運営

・映像が途切れにくいリアルクイム映像の伝送
・ 衛星通信機能付き無人ヘリコプタ ーを活用した、災害情報の把握 ，J lUJ 

•発災後の情報収集、災害対策本部運営支援、住民の避難誘導、被災者生活再建に至る全体サポ ー ト 】【2】
・ 災害状況の情報収集、可視化
・ 災害対策本部のオペレ ー ション支援 】 lり 5 
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岩手町
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大槌町

岩泉町
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普代村

災害対応に係るデジタル技術の活用状況等調査結果

問１　活用・検討状況（市町村から活用・検討していると回答があったものを抜粋）

防災行政無線を使用した防災情報の発信を取り組んでいる

防災行政無線による音声配信を行っている。

（１）平時の取組【小計：４件】

取組

盛岡市災害情報連携システムを活用し、防災関係機関に防災情
報を一括配信している。

盛岡市災害情報連携システムと連携し、避難情報などの緊急情
報を防災ラジオにより音声発信している。

NTTのシン・オートコールサービスを検討中（陸前高田市で実証
実験中）

登録メール、LINE、Twitter等の連動による一括配信を今年度よ
り実施予定

災害情報連携システムとの連動によるIP告知端末、登録制メー
ルへの配信

登録制メールによる情報発信

防災行政無線及び戸別受信機による災害（避難）情報等の配信

高齢者世帯を対象として音声受信機を設置し情報発信に取り組
んでいる

登録ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ、LINE、Twitter、Facebookに一括配信　自動翻訳
配信可（英語、中国語）
一つの配信サービスで防災情報を配信すれば、複数の配信サー
ビスで同内容の配信ができるようなシステム環境を検討してい
る。
防災行政無線、IP告知、市HP、市公式SNS（Twitter、LINE）へ
の一括配信を行っている。

スマートフォンや携帯電話への一斉配信に取り組んでいる

いわてモバイルメールやLINEでの情報発信に取り組んでいる

今年度、ＰＣから入力した防災情報を多媒体に配信する一斉情
報配信システムを導入予定

具体的な活用・検討状況

市のＨＰに掲載し、危険区域等の情報をより分かりやすく市民
に提供

（２）切迫時の取組【小計：44件】

取組 具体的な活用・検討状況

防災情報一括配信

動く3Dハザードマップ

令和4年９月に作成済み

液状化、地震時揺れやすさ、土砂災害リスクのスコア化
ハザードマップに液状化危険度や最大予測震度を掲載し、ホー
ムページで公開している

避難確保計画の策定支援
要援護者台帳管理システムを使用し地区ごとに策定を支援して
いる

いわてモバイルメール、各種SNSでの情報発信を実施している

防災行政無線、登録制メール、Twitter、IP告知端末、エリア
メール等に一括配信

クラウド型メール及びSNSでの配信実施に向け取り組んでいる。

防災行政無線での放送が、DメールやSNS（Facebook、Twitter、
LINE）に自動配信され、市公式HPにも放送内容が掲載されるよ
うにしている。

モバイルメールの配信

防災行政無線内容を防災アプリ及び登録制メールで配信

防災連携システムにより、屋外告知（防災無線）、ホームペー
ジ、ケーブルTV等一括配信を実施。

防災行政無線での放送を実施している

IP告知端末向け配信

防災連携システムにより、屋外告知（防災無線）音声配信を実
施。

一斉情報送信システムによる音声配信

デジタル田園都市国家構想交付金を活用し、一斉送信サービス
を予定。登録者へ一斉に情報を伝達。受診者の応答も確認可能
とする。連絡の取れない方、要支援者等に対し、必要な対応を
行う。

○調査時点：R5.5.1○調査対象：県内市町村 ○回答数：33市町村（回収率100％）

災害情報の音声配信

参考資料２
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野田村

一戸町

宮古市

大船渡市

岩手町

金ケ崎町

宮古市

一関市

宮古市

宮古市

一関市

紫波町

宮古市

紫波町

岩泉町

大船渡市

市町村名

盛岡市

宮古市

北上市

雫石町

紫波町

矢巾町

西和賀町

大槌町

岩泉町 ドローン３機活用。災害測量活用。岩手県実証実験事業活用中

花巻市

北上市

花巻市

矢巾町

矢巾町

矢巾町

市町村名

盛岡市

宮古市

紫波町

岩泉町

田野畑村

（４）復旧・復興の取組【小計：５件】

取組 具体的な活用・検討状況

（３）応急対応の取組【小計：15件】

取組 具体的な活用・検討状況

協定締結企業のドローンにより災害等の状況を映像で確認でき
る体制を構築中（試験段階）

災害での活用事例はないが、災害状況把握のためにドローンを
導入した。

一斉情報配信システムの自動翻訳機能により配信可（英語、中
国語）

オルソ画像分析等検討中

盛岡市所有のドローンを活用した、災害状況の把握を行っている。

罹災証明書発行手続き支援

雨量計ＷＥＢシステム（12基設置）

災害情報連携システムとの連動によるIP告知端末、登録制メー
ルへの配信

小型気象計を設置し、きめの細かい気象情報を収集に取り組ん
でいる

土砂災害危険度の予測

災害情報共有（デュアルユース機能を含む）

デジタル田園都市国家構想交付金を活用し、投稿型情報管理シ
ステムを構築予定。
・位置情報が付いた災害現場等の写真・状況の投稿を受け取る
もので、効率的に正確な情報収集を行う。

防災重点ため池について、ため池ハザードマップを作成し、円
滑な避難を図るため地域住民へ周知

アルバリオンを活用したネットワークカメラの設置（１台）

多言語防災情報配信

ハザードマップの英語版、中国語版をホームページで公開して
いる

戸別受信機の設置による音声配信を今年度より実施予定

導入したMAXHUBﾐｰﾃｨﾝｸﾞﾎﾞｰﾄﾞにより災害情報等の視覚化への有
効活用を検討
導入したMAXHUBﾐｰﾃｨﾝｸﾞﾎﾞｰﾄﾞにより災害対策本部と本部支援室
の即時連携体制強化を検討

その他 災害対応工程管理システム「BOSSシステム」の導入

備蓄品の在庫管理

発災後の情報収集、災害対策本部運営支援、住民の避
難誘導、被災者生活再建に至サポート

災害状況の情報収集、可視化

備蓄品の在庫、保管場所、使用期限等の管理が可能なシステム
を導入している

令和４年度中にぴったりサービスからの申請受付を開始した。

導入したMAXHUBﾐｰﾃｨﾝｸﾞﾎﾞｰﾄﾞにより災害情報の収集や災害対策
本部運営支援へ活用を検討

災害対策本部のオペレーション支援

ドローンを活用した点検

R5災害用ドローン購入予定

ドローンを活用した点検に取り組んでいる

河川水位のリアルタイム予測

3G、4G、LTE回線を使用した映像伝送装置を導入しており、河川
や被害状況の中継に活用する
災害での活用事例はないが、リアルタイム映像伝送用機器を導
入した。

映像が途切れにくいリアルタイム映像の伝送

その他 各湾・漁港の潮位観測

庁内職員にドローンの基本的操作を習得させ、有事の際に活用
できる体制をとっている。

河川や土砂災害警戒区域等の状況をリアルタイムで収集可能な
体制を検討

水位計等を使った河川、ため池観測

R3危機管理型水位計を設置、R5に2台新規設置予定

小型気象計を用いた気象防災情報観測

庁舎屋上に気象計を設置し、観測している

R5災害用ドローン購入予定

ドローンを活用し、被災状況の把握について取り組んでいる

役場保有しているドローンを活用することを検討中

ドローンを活用した災害状況の把握（水中ドローン含む

ため池防災支援システムによる観測

観測カメラを設置し、状況把握に取り組んでいる

水災害発生リスクのマッピング

過去の浸水実績をハザードマップに掲載にホームページで公開
している

ハザードマップにキキクルのURLやQRコードを掲載しホームペー
ジで公開している
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問２　検討テーマ（市町村ニーズ）

（２）切迫時の取組【小計：40件】

（１）平時の取組【小計：22件】
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VRを使用した津波・洪水

等の可視化や避難体験

シミュレーション

動く3Dハザードマップ

避難確保計画や個別

避難計画等の策定支援

液状化、地震時揺れやすさ、

土砂災害リスクのスコア化

災害リスク評価と可視化
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1

1
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防災情報一括配信

災害情報の音声配信

多言語防災情報配信

災害情報共有

（デュアルユース機能を含む）

災害時に要避難支援者

の位置を確認

ARを用いた危険区域の可視化

建物被害等のリアルタイム予測

河川水位のリアルタイム予測

水災害発生リスクのマッピング

冠水エリアの推測と

雨量データ等による予測

土砂災害危険度の予測

地震予測情報

水位計等を使った河川、

ため池観測

冠水・浸水モニタリング

衛星、伸縮計等を

使った地盤観測

小型気象計を用いた

気象防災情報観測
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（4）復旧・復興の取組【小計：２件】

（３）応急対応の取組【小計：35件】
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避難所の混雑状況可視化

マイナンバーカードを活用した

避難所受付、避難所管理

クラウド型の被害情報収集・共有

要支援者の安否情報の共有

通信途絶時の情報発信・収集

SNSなどを活用したリ

アルタイムな情報解析、可視化

ドローンを活用した災害状況

の把握（水中ドローン含む）

AIを活用した被害状況の解析

人工衛星からのマイクロ波

（衛星SAR）を活用した、

浸水範囲・浸水深の観測・把握

映像が途切れにくい

リアルタイム映像の伝送

衛星通信機能付き無人ヘリコプター

を活用した、災害情報の把握

避難者属性等に応じた支援物資の提

案

備蓄品の在庫管理

発災後の情報収集、

災害対策本部運営支援等

災害状況の情報収集、可視化

災害対策本部のオペレーション支援

2
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罹災証明書発行手続き支援

住居や建物の被害認定調査支援

ドローンを活用した点検
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・デジタル技術の導入は財政的負担が大きく、導入が困難なことが多いため、補助等による支援や県での一括導入等といった各市町村
の負担を軽減する方策を検討して欲しい。
・防災学習にAIを活用できないか。例えば、HUGのようなカードゲームをPCの画面上で行うなど。
・防災情報一括配信の整備にあたっては県災害情報管理システムとの連携が不可欠であるため、県がイニシアチブを執ってシステム整
備（改修）を検討していただきたい。
・活用事例や補助の対象等示してもらえば、市としても導入しやすい。
・デジタル技術は、イニシャルのみならず平時からのランニングコストも少なからず必要となるため、費用対効果の検証や平時におけ
る活用方法の研究（理想的には、現行の何らかのシステム等をそれと同等の機能を持ち、かつ災害時にも活用できるもの（デュアル
ユース可能なもの）に置き換えることにより、ランニングコストを平準化できること）、あるいは補助金等の創設についても併せてご
検討いただきたい。
・防災無線やラジオ、テレビなど住民にとって様々情報を得る手段があることが望ましいが、防災無線などは災害時にその能力を発揮
できるか疑問もあり、多くの住民が身近に所持している携帯電話で様々情報を共有できるアプリが有効な手段と考えられる。すでにア
プリについても開発されている中ではあるが、市町村ごとの判断によることなく、全国統一したアプリとすることでだれもがわかりや
すく利用でき、経費も圧縮されると考えられるので検討をお願いしたい。
・町単独での各システムの導入は、運用面でも予算面でも難しいため、従来通り県や他市町村と連携したシステム導入・運用を希望し
たい。
・市町村がばらばらにシステム開発をすると統一したものにならないため、県でシステム開発を実施していただき、市町村へ展開いた
だきたいと思います。
・取組に当たっての事業費の助成（補助）
・中山間地域においては、電波の脆弱性があり、ラジオ・ＴＶ放送や携帯通信の不感地帯が多く、防災行政無線等においても、市町村
ごとの整備状況にも差があり、非常時通信の確保は喫緊の課題であることから、全県民が情報を平等に得られる体制を整えることが急
務である。

問３　県への要望
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